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＊中国経済減速　封鎖で拍車…4月景況感、2ヵ月連続「50」割れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物流混乱　生産下押し
中国政府が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを徹底して抑え込む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」規制を強化し、経済が一段と減速し
ている。上海市の都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）で物流が混乱し、4月の企業の景況感は大きく悪化し
た。先行き不安も強まり、景気復調の兆しはなお見えない。2022年の実質経済成長率が3%台
にとどまるとの予測も出てきた。
・2ヵ月連続でPMIが50を下回り、経済が「縮小」した。主因は上海市の都市封鎖だ。新規感染
者は減少しつつあるが、ﾏﾝｼｮﾝ敷地、自宅からの外出の禁止、最大の経済都市でﾋﾞｼﾞﾈｽ活
動が止まり、物流が混乱。製造業は新規受注や生産が悪化、部品や原材料の調達に時間が
かかったこともPMIを押し下げた。

＊ﾛｼｱ資源事業　損失相次ぐ…米ｴｸｿﾝ、4400億円計上
　　　　　　　　　　　　　　　　　欧米勢撤退　日本の調達に影響も
ﾛｼｱと日本のｴﾈﾙｷﾞｰ協力案件で欧米ﾒｼﾞｬｰが2022年1～3月期の決算に相次いで損失を計
上している。ｳｸﾗｲﾅ情勢を受け、米石油ｴｸｿﾝﾓｰﾋﾞﾙは石油開発事業「ｻﾊﾘﾝ１」で34億㌦（約
4400億円）、仏ﾄﾀﾙｴﾅｼﾞｰｽﾞも北極圏で開発中の液化天然ｶﾞｽ事業「ｱｰｸﾃｨｯｸ2」等を含むﾛｼｱ
事業で約41億㌦の損失を計上した。双方とも日本が深く関わってきた案件で事業収益や安定
調達に影響する可能性がある。

＊半導体、中国の挫折から学ぶ…「強み」伸ばすM&Aを
・指導部のﾊｲﾃｸ産業の育成策「中国製造2025」の目玉は半導体＝YMTCや中国半導体大
手、中芯国際集成電路製造（SMIC）に投資した「国家集成電路産業投資基金」など半導体分
野の政府系ﾌｧﾝﾄﾞが10兆円近くに膨らんだ。確かに国内生産は増えた、だが自給率は2～3割
程度、米国の制裁に影響を受けない独自の供給網の構築は遠い。
・「中国の課題は研究開発」＝「中国の半導体業界を立ち上げた台湾出身者は歩留まりの改
善等ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ分野が多い。ｾﾞﾛから価値を生み出す研究開発に経験が足りなかった」と紫光
集団の幹部を務めた坂本幸雄氏。
・日本政府は最先端ではないTSMCの工場を融資した。中国のやり方を連想させる＝坂本氏
は「M&Aで1～2社に集約し、政府支援を活用して投資を増やせば世界ｼｪｱ50%を目指すことが
できる」と強調。

＊ｱｼﾞｱ新規感染9割減…19ヵ国・地域、経済正常化急ぐ
　　　　　　　　　　　　　　　　　中国の統制ﾘｽｸ要因
ｱｼﾞｱの新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染者が減少している。ﾜｸﾁﾝの追加接種（ﾌﾞｰｽﾀｰ接種）の普及や
感染者経験者の増加もあって、ｵﾐｸﾛﾝ型の勢いが衰え、多くの国が行動規制を緩和し、経済
の正常化を急ﾋﾟｯﾁで進める。一方、中国は「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策を堅持し、世界経済のﾘｽｸ要因と
なっている。
・中国企業の景況感は足元で悪化しており、ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策が長期化すれば、成長率が一段と
下振れするﾘｽｸが高まる。

＊①「低学歴国」ﾆｯﾎﾟﾝ…博士減　研究衰退30年
教育で人を育て国を立てる。日本の近代化と経済成長を支えた「人材立国」のﾓﾃﾞﾙが揺らい
でいる。成長に必要な人材の資質が変わったのに、改革を怠るうちに世界との差は開いた。
教育の機能不全を招いた岩盤に迫る。
産学官で意識改革を・・大学院教育を通じた人材の高度化に経済界をけん引する時代に移っ
ている。米国では革新的なﾍﾞﾝﾁｬｰを政府が支援するSBIR制度で、対象企業の代表者の74%
が博士号を持つ。日本は人口100万人当たりの博士号取得者数で米英独韓4ヵ国を大きく下
回る。減少は中国を加えた6ヵ国中、日本だけだ。

＊ｱﾝﾓﾆｱ燃料　IHI、大量貯蔵…世界最大級の10万㌧ﾀﾝｸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　供給網確立、脱酸素後押し
IHIは次世代燃料として期待されるｱﾝﾓﾆｱを大量に蓄えられる世界最大級のﾀﾝｸを開発する。
2023年3月期にも開発の完了をめざす。ｱﾝﾓﾆｱは燃焼時に二酸化炭素を排出せず、脱炭素
に有効な燃料と期待される。ﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅ侵攻を受け、ｴﾈﾙｷﾞｰ危機が深刻になるなか、
ｴﾈﾙｷﾞｰの多様化につながる可能性もある。供給網に不可欠な貯蔵技術を確立し、普及を後
押しする。
・容量10万㌧規模のタンクを開発する。出力100万kwの火力発電1基で使う燃料を供給でき、
1世帯4人の場合12万5千世帯分の電気を賄える。
・24年度に実験を終えた後、早期に商用化をめざす。
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＊ｻﾌﾞｽｸ競争　ｹﾞｰﾑが舞台…ｱﾏｿﾞﾝ・ﾈﾄﾌﾘ、ｿﾆｰを追う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　音楽・動画から垣根越え
ｹﾞｰﾑ機やﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄを買わなくても遊べるｻﾌﾞｽｸﾘﾌﾟｼｮﾝ（定額課金）型ｹﾞｰﾑの争いが激しく
なっている。ｺﾝﾃﾝﾂ配信に強い米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑや米ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽが事業を始め、米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ
やｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟを追う。利用者の基盤が仮想空間「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」につながる期待もある。音楽や映
像に続き、利用者の時間を奪い合う形となっている。
⦿業界の垣根を超え、ｹﾞｰﾑの競争が活発になる（ｶｯｺ内はｻｰﾋﾞｽ名）
　・ｿﾆｰG（ﾌﾟﾚｨｽﾃｰｼｮﾝ　ﾌﾟﾗｽ、ﾅｳ）＝6月から定額ﾌﾟﾗﾝを刷新し、遊べる
　　　　　ﾀｲﾄﾙを最大740作に拡充。米ｴﾋﾟｯｸｹﾞｰﾑｽﾞに追加出資
　・米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ（ｴｯｸｽﾎﾞｯｸｽ　ｹﾞｰﾑﾊﾞｽ）＝月850円～最新作を含む100
　　　　　作が遊べる。利用者2500万人超。米ｱｸﾃｨﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾌﾞﾘｻﾞｰﾄﾞ買収へ
　・米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑ（ﾙﾅ）＝3月から米で展開。遊べるｼﾞｬﾝﾙ毎に6種類
　　　　　の料金ﾌﾟﾗﾝ用意。手軽に実況配信も
　・米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ（GeForceNOW）＝ｽﾁｰﾑやｴﾋﾟｯｸのｸﾗｳﾄﾞ版、au。SBと提携

＊ﾀﾞｲｷﾝ最高益　省ｴﾈｴｱｺﾝ、米欧好調
ﾀﾞｲｷﾝ工業の2022年3月期の連結純利益が前の期比4割増の2150億円程度になった。4期ぶ
り過去最高となった。北米や欧州で省ｴﾈ性能の高いｴｱｺﾝの販売が好調だった。原材料費や
輸送費の上昇をｺｽﾄ削減で吸収した。売上高は25%増の3兆1千億円、初めて3兆円を超える。
純利益は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大前の19年3月期（1890億円）を上回る。
・世界的な半導体不足に対応し、世界100箇所の生産拠点で部品の融通しあう仕組みを採
用。以前から厚めに確保していたことに加え、代替品の開発も急ﾋﾟｯﾁで進めたことで安定的
な製品供給につなげた。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ、LNG火力始動…国営系、初のﾌﾟﾗﾝﾄ着工
　　　　　　　　　　　脱炭素　代替電源に育成「ｳｸﾗｲﾅ危機、調達逆風」
ﾍﾞﾄﾅﾑで液化天然ｶﾞｽ（LNG）を燃料とする火力発電事業が動き始めた。国営系が同国初のﾌﾟ
ﾗﾝﾄ着工し、2024年～25年に稼働させる計画。同国では石炭による発電が全体の半分を占め
ており、代替電源として育成する考えだ。ﾌｨﾘﾋﾟﾝなどでも同様の動きが広がる。ｳｸﾗｲﾅ危機を
発端にLNG争奪戦が激しくなる逆風下のなか、安定的な調達先を確保できるかがが課題だ。

＊独、印と経済協力1.3兆円…共同宣言　G7ｻﾐｯﾄの招待
独のｼｭﾙﾂ首相は2日、訪独したｲﾝﾄﾞのﾓﾃﾞｨ首相と会談した。気候変動対応を中心に100億ﾕｰ
ﾛ（約1兆3700億円）規模の経済協力を盛り込んだ共同宣言を打ち出した。6月下旬の主要7ヵ
国首脳会議（G7ｻﾐｯﾄ）のﾓﾃﾞｨ氏を招待したことも明らかにしたが、ﾛｼｱと軍事協力関係にある
姿勢を堅持している。
・ｳｸﾗｲﾅ侵攻を巡り、ﾓﾃﾞｨ氏は「勝者はいない」と呼びかけるにとどめた。

＊ｱｼﾞｱ、世界の7割…LNG輸入量　中国、日本超え最大
ｱｼﾞｱでLNGの輸入国が急増している。過去10年で10ヵ国・地域以上に倍増し、世界需要の約
7割をｱｼﾞｱがのみ込む。特に中国の伸びが大きくなっており、21年には日本を逆転し世界最
大のLNG輸入国となっだ。
・世界に占めるｱｼﾞｱ太平洋地域の輸入比率は60%から71%に高まる。経済成長が進み、電力
需要が高まるなか、天然ｶﾞｽ生産の減少に悩む。

＊②
・平成の30年間に産業競争力も低落。ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの担い手を育てる仕組みの弱さが産学の地
盤沈下を招いた。根っこは大学院への評価の低さにある。企業の採用基準がどの大学に合
格したで終わった。研究を志す学生が集う大学院の魅力が高まるはずはない。過剰な学歴批
判や、学問より社会経験を重視する一種の「反知性主義」も大学院軽視の岩盤を強固にし
た。
・関西学院大の村田治学長は「学問で身につく大局観や学び続ける習慣、科学的に人を説得
する技術は経営者になる訓練として有効だ」と指摘。教員の意識改革を求める。
・第一生命HDの渡辺会長は「学部卒でも何とか耐えられた。これからは違う。大学も企業も変
わり、仕事と学びの好循環を実現すべき」と語る。
・「交渉力やﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ力も備えた世界で戦える博士を輩出したい」と早稲田大学の林泰弘教
授。
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＊ﾀｲのﾎﾃﾙ　強気の投資…「ｺﾛﾅ後」へ国内外で布石
　　　　　　「ｾﾝﾄﾗﾙ、760億円で規模倍増」「ｱｾｯﾄやﾏｲﾅｰも攻勢に」
ｱｼﾞｱの観光大国ﾀｲのﾎﾃﾙ大手が国内外で強気の大型投資に打って出る。ｾﾝﾄﾗﾙ・ｸﾞﾙｰﾌﾟは
760億円を投じる計画をまとめ、日本や豪州に進出する。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍の移動規制が各国
で緩和され、観光や商用の往来が本格化するのに備える。中国やﾛｼｱからの旅客は低迷が
続いており、収益化には時間を要する可能性がある。

＊中国「共青団」、勢力に陰り…習氏警戒、10年で400万人減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　党大会、要職の輩出焦点
中国共産党の将来のｴﾘｰﾄ候補を養成する役割を担ってきた党の青年組織、共産主義青年
団（共青団）が5日で結成100年となる。習総書記が権力集中を進める中で、存在がかすんで
いる。共産党幹部の人事を決める5年に一度の今秋の党大会で、要職に人材を送れるかが
焦点だ。

＊ﾜｸﾁﾝ原料・資材　国産に…ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ（原薬の試薬投入）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藤森工業（培養ﾊﾞｯｸﾞ増産）
ﾀｶﾗﾊﾞｲｵなどの製薬・医療関連企業が、ﾜｸﾁﾝ生産に必要な原材料や資材の国内生産を拡大
している。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍でﾜｸﾁﾝ生産が急増し、ﾜｸﾁﾝ資材は世界的に品薄になっている。
現状では欧米ﾒｰｶｰがﾜｸﾁﾝ生産に必要な原材料や資材のほとんどを手掛けている状況だ。
日本政府も国内での供給拡大を支援し、安定調達につなげる。
・ﾀｶﾗﾊﾞｲｵ➤mRNA原薬の試薬。・ﾔﾏｻ醤油➤mRNA原料。・東京化成工業➤mRNA原料。・藤
森➤培養ﾊﾞｯｸﾞ。・極東製薬➤ﾜｸﾁﾝ生産の培地

＊国連本部に椅子260脚…朝日相扶製作『木製家具をOEM生産』
ﾃﾞｻﾞｲﾝ大国と呼ばれるﾃﾞﾝﾏｰｸで屈指の家具ﾃﾞｻﾞｲﾅｰとして知られるﾌｲﾝ・ﾕｰﾙ。曲線が美し
い椅子は時には「彫刻」にもたとえられる。そんなﾕｰﾙ作品を手掛ける家具ﾒｰｶｰのﾜﾝｺﾚｸｼｮﾝ
は人件費高騰で目をつけたのが朝日相扶だった。ﾜﾝｺﾚｸｼｮﾝの試作を依頼された朝日相扶
の試作品の検品結果は「ﾊﾟｰﾌｪｸﾄ」だった。朝日相扶は木工会社では珍しく、自動車ﾒｰｶｰが
使うような3次元CAD・CAMを利用して設計・製造をする。12年、ﾃﾞﾝﾏｰｸの国家ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとして
朝日相扶の椅子が据えられたのは、築60年の改修期を迎えた国連の信託統治理事会議場
だった。
・手作りが基本で設計図がない。見本を取り寄せ､ｱｰﾑ部分だけで3ヵ月かけて測定、曲線を
ﾃﾞｰﾀ化した。今後の課題は技能の継承。

＊ﾌﾞﾙｰ水素　欧米が基準強化…国際標準　日本出遅れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生産戦略、資金集め打撃
燃焼時に二酸化炭素（CO₂）を出さない水素が、つくり方次第で「ｸﾘｰﾝ」とみなされない可能性
が出てきた。欧州連合（EU）や米国は、製造時に出るCO₂の削減基準を相次ぎ引き上げた。
基準に満たない生産計画は今後、資金集めが難しくなる恐れもある。欧米のﾙｰﾙが国際標準
になれば、日本の水素生産にも影響が出かねない。
⦿ｸﾘｰﾝな水素の基準つくりが進む
・欧州・ｻｰﾃｨﾌｧｲ➤製造段階までに出るCO₂6割減。徐々に引き上げ
・EU・ﾀｸｿﾉﾐｰ➤製造から輸送、燃料消費までのCO₂を7割削減
・米ｲﾝﾌﾗ法➤製造時のCO₂8割以上削減。
・英・低炭素水素法案➤製造時までに出るCO₂を85%程度削減
⦿日本　・ｸﾞﾚｰ水素➤天然ｶﾞｽ等の化石燃料を改質して製造
　　　　　　・ﾌﾞﾙｰ水素➤製造時のCO₂を地下に貯留
　　　　　　・ｸﾞﾘｰﾝ水素➤再生ｴﾈの電気で水を分解して製造

＊中国ﾃｯｸ株　低迷脱せず…香港市場指数、昨年末比3割安
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海外勢、政府規制を警戒
中国のﾊｲﾃｸの株価が低迷から抜け出せない。主要企業で構成する香港市場のﾊﾝｾﾝﾃｯｸ指
数は6日、4日続落し前日比5%強下落し取引を終えた。2021年末と比べ30%弱低い水準にとど
まる。外国人投資家は中国政府によるﾊｲﾃｸ企業への規制や米国での上場廃止を警戒し続
けている。



2022/5/8 経済

2022/5/10
1$=131.20

経済

2022/5/10 経済

2022/5/10 東南ｱｼﾞｱ

2022/5/11 経済

2022/5/11 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

＊経済混乱のｽﾘﾗﾝｶなど支援…ｲﾝﾄﾞ、中国対抗にらむ
ｲﾝﾄﾞの周辺国のｽﾘﾗﾝｶ、ﾈﾊﾟｰﾙが相次ぎ、外貨不足で混乱に陥る。ｽﾘﾗﾝｶでは物価上昇に抗
議する市民らのﾃﾞﾓが続く。ｲﾝﾄﾞは同国を軸とする南ｱｼﾞｱの安全保障、経済協力の仕組みを
揺るがしかねないと警戒する一方、支援を通じ、関係を強める好機ととらえる。背景にはこの
地域で影響力を競う中国への対抗意識がある。
・ｲﾝﾄﾞとﾊﾟｷｽﾀﾝの関係は緊張したままだ。ﾊﾟｷｽﾀﾝは4月、ｼｬﾘﾌ首相の新政権が誕生、外交に
影響力を持つ国軍との関係を構築できてない。

＊中国、ﾜｸﾁﾝ輸出97%減…ﾋﾟｰｸ比　ｵﾐｸﾛﾝ予防効果低く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　途上国外交に逆風
中国製の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝの輸出が急減している。国連児童基金（ﾕﾆｾﾌ）によると、ﾋﾟｰｸ
だった2021年9月に比べて4月はわずか3%に落ちこんだ。感染力の強い変異型「ｵﾐｸﾛﾝ型」の
感染予防効果で米ﾌｧｲｻﾞｰ等欧米製より劣るからだ。ﾜｸﾁﾝ提供と引き換えに途上国で展開し
ている「ﾜｸﾁﾝ外交」の逆風になる。

＊海運3社、純利益2､3兆円…ｺﾝﾃﾅ運賃高止まり
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前期　7倍に増加、円安も寄与
国内の海運大手3社の2022年の3月期決算が9日出そろい、連結純利益はいずれも過去最高
を更新した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍による海上物流の需給逼迫でｺﾝﾃﾅ船運賃の高止まりが続き、
3社合算の利益額は前期の約7倍になった。為替の円安・㌦高も寄与した。需給逼迫の解消
時期はなお見通せず、各社とも23年3月期も高水準の利益を見込むが、ｺﾝﾃﾅ船事業への収
益依存のﾘｽｸも高まっている。

＊ﾄﾖﾀ中国販売3割増…4月新車　ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ響く
ﾄﾖﾀ自動車は9日、中国での4月の新車販売台数が前年同月比30.7%減の11､1万台だったと発
表。日産自動車が同日発表した4月の中国販売実績も46%減の6.9万台だった。ﾎﾝﾀﾞの販売も
4月は36.3%減で、
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染再拡大による上海市などでの都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）の影響が日系自動
車で広がっている。ﾄﾖﾀは3ヵ月ぶりで前年実績を下回った。日産は2ヵ月連続で前年を下回
る。「主要地域・都市でのﾉｯｸﾀﾞｳﾝなどが車両の生産と販売に大きな影響を与えた」日産が言
う。
・自動車のｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝは依然として混乱、営業ができない販売店も多い。
＊ｱｼﾞｱに「職住一体」の波…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ大手、150施設に拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｺﾛﾅ経て若者に需要
ｱｼﾞｱで「ｺﾘﾋﾞﾝｸﾞ」と呼ばれる職住一体型の共同居住施設が広がる。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙの宿泊施設大
手ｱｽｺｯﾄは2030年までに現在の17物件から150物件まで増やす。欧州大手もｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ大手
と合併し、参入した。ﾘﾓｰﾄﾜｰｸなど勤務場所を固定しない新たな働き手のﾆｰｽﾞに応える。新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍を経て、働く人材の流動化を後押ししそうだ。
▼ｺﾘﾋﾞﾝｸﾞ（Co-livinng）＝数週間や数ヵ月単位から契約できる共同居住施設で、欧米の大都
市でも広がっている。従来の「ｼｪｱﾊｳｽ」に比べ、仕事で使える水準の通信・ﾃﾞｼﾞﾀﾙｲﾝﾌﾗや、
共用ｷｯﾁﾝ、ｼﾞﾑなど充実。

＊『韓国』経済・ｴﾈ政策「総とっかえ」…文氏の路線「非常識」と否定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 野党猛反発　実現に壁
韓国で10日、保守系の尹錫悦（ﾕﾝ・ｿﾝﾆｮﾙ）政権が始動した。尹大統領は就任式で「世界10
位圏内の経済大国としてﾘｰﾀﾞｰ国家の姿勢を持つ」と表明した。ｴﾈﾙｷﾞｰ、労働法制など革新
系の文在寅（ﾑﾝ・ｼﾞｪｲﾝ）前政権の経済政策を徹底的に否定する方針。国会で過半数を占め
る革新系野党は猛反発しており、当面は厳しい政権運営を強いられる。
⦿新政権の主な経済政策
『ｴﾈﾙｷﾞｰ』➤原発政策を破棄、原発産業育成。原発建設推進、海外に10基輸出。『不動産』
➤民間主導で250万戸の住宅供給。不動産税制や貸出し規制の緩和。『労働』➤週52時間労
働制限を柔軟運用。求職者支援の向上、安全網高度化。『他』➤財政管理で支出正常化。ﾍﾞ
ﾝﾁｬｰ育成を民間へ。半導体・AI・電池等戦略分野支援。
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＊中国EV、供給過剰の懸念…世界一市場で各社が生産能力増強
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　稼働率50％割れ予測も
中国のEVが供給過剰に陥る可能性が出てきた。EVを含む新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の生産能力は数年
内に1500万台規模になる見通しで、年間販売台数予測を大きく超える。世界一の市場を取り
込もうと各ﾒｰｶｰが生産増強を競ったためだ。国内工場の稼働率が50%を割る恐れもあり、今
後は淘汰・再編が必至となる。
・国家発展改革委員会の林念修副主任は3月、「我国の新ｴﾈ車産業はむやみな投資や無秩
序な取り組みが存在する」と警鐘をならす。

＊ﾀﾞｲｷﾝ　2期連続最高益へ…世界で「地産地消」強み
10日に記者会見した十河政則社長は「全世界の生産拠点を持つ、地産地消の強味が発揮で
きた」と説明。ﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅ侵攻などで不透明感が増すなか、23年3月期も最高益の更新
を見込む。22年3月期の営業利益は前の期比33%増の3163億円となり、過去最高だった19年
3月期を超えた。「経営環境が激変するときこそ、強みを生かす機会だ」と社長。
＊ﾀﾞｲｷﾝ純利益5%増　今期最高、ｴｱｺﾝ好調
23年3月期の連結純利益が前期比5%増の2280億円になる見通し。売上高は9%増の3､38兆円
を見込む。米国が地域で初めての1兆円越え、12%増を見込む。欧州も脱化石燃料動きが続
き、ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ暖房伸びる。

＊TSMC、半導体再値上げ…顧客に通知、5～8%か
半導体受託生産の最大手、台湾積体電路製造（TSMC)は2021年に最大20%の値上げ通達し
た。再度の値上げで部品や輸送費などの生産ｺｽﾄが上昇していることに対応するとともに、成
長投資の原資を確保。値上げ幅は製造品目ごとに異なり、5～8%程度になる。関係者の一人
はｽﾏﾎやﾊﾟｿｺﾝなどの需要減速を踏まえ、「先端半導体では値上げがうまくいくかもしれない
が、成熟した（古い）世代の製品は顧客が完全に受け入れることは難しいかもしれない」と指
摘。値上げが浸透するかは不透明な面もある。

＊日本・7商社、資源高で最高益…前期最終　2社は9000億円台
総合商社の2022年3月期連結決算が10日出揃う。従来予想が上振れ、7社全てが最高益と
なった。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻の影響で一部の事業に損失が出たものの、資源高を追い風に相
殺した。「ﾛｼｱﾘｽｸ」は23年3月期により強く表れる可能性がある。
・三菱商事は22年3月期純利益は予想から1175億円上振れ、前の期比5､4倍の9375億円と3
期ぶりに最高益を更新、商社ﾄｯﾌﾟに返り咲く。原料炭や銅など資源価格の上昇に加え、自動
車関連やｻｹ・ﾏｽの養殖等非資源事業も伸びた。
・伊藤忠商事は情報・金融や機械の他、鉄鉱石も好調で前期比2倍の8202億円、「全ての部
門で期初計画を上回った」と石井社長。
・住友商事は過去最大の赤字の21年3月期から一転、石炭や鉄鉱石、銅などの市況上昇が
貢献し、最高益。

＊ﾀｲ、循環型経済へ着々…ﾊﾞｲｵﾏｽ発電、けん引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　味の素、もみ殻を燃料に
ﾀｲでﾊﾞｲｵﾏｽ（生物資源）ｴﾈﾙｷﾞｰの導入が加速している。循環型経済の構築を目指す国家戦
略のけん引役とされ、化石燃料を代替する主要電源のひとつに育成する考えだ。製造現場で
は新たな取り組みが広がっており、草分けとされる味の素はもみ殻を燃料とするｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮ
ﾝ（熱電併給）ｼｽﾃﾑを増設する。ｳｸﾗｲﾅ危機に伴う資源価格の高騰もあり、ﾊﾞｲｵﾏｽの存在感
が一層高まりそうだ。
・ﾀｲは周辺国と比べてﾊﾞｲｵﾏｽのｴﾈﾙｷﾞｰ利用が先行。2位のｲﾝﾄﾞﾈｼｱの2倍以上の規模、製
造現場では多様な取り組みが広がっている。

＊総合商社7社の連結純利益
　　　　　　　　　　　22年3月期実績　　23年3月期見通し
　　三菱商事　　　9375（5､4倍）　　　　8500（▴9）
　　三井物産　　　9147（2､7倍）　　　　8000（▴13）
　　伊藤忠　　　　 8202（2､0倍）　　　　7000（▴15）
　　住友商事　　　4636（黒字転換）　 3700（▴20）
　　丸紅　　　　　　4243（90）　　　　　　4000 (▴6）
　　豊田通商　　　2222（65）　　　　　　2100（▴6）
　　双日　　　　　　823（3､0倍）　　　　  850　（3）
　（注）単位は億円、ｶｯｺ内は前の期比または前期比増減%、▴は増減
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＊拡散ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ　排除へ…買占め・偽情報で暗躍『ﾎﾞｯﾄ』
　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾏｽｸ氏やﾔﾌｰ、対策
ﾈｯﾄ上の自動ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ「ﾎﾞｯﾄ」が暗躍している。1分で人気商品を買い占め偽情報を大量発信
する「悪いﾎﾞｯﾄ」は世界の通信の4分の1を占める。米ﾂｲｯﾀｰの買収を決めた起業家のｲｰﾛﾝ・
ﾏｽｸ氏はﾎﾞｯﾄ排除を宣言した。米ｱｶﾏｲ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞは検知ｿﾌﾄを開発し米ｱﾏｿﾞﾝ・ﾄﾞｯﾄ・ｺﾑやﾔ
ﾌｰもﾈｯﾄ通販や広告で規制を強める。
・ｱｶﾏｲはﾎﾞｯﾄ対策のｿﾌﾄを提供する。AIを用いて発信元のﾃﾞｰﾀやﾏｳｽの動き、入力の癖など
から、人かﾎﾞｯﾄかを判別すると、通信を遮断したり偽ｻｲﾄに誘導したりして攻撃を無力化させ
る仕組みを取り入れている。
►『ﾎﾞｯﾄ』はあらゆる分野で暗躍
　・買占め転売➤瞬時に購入して高額で転売。・ｻｲﾊﾞｰ攻撃➤大量のｱｸｾｽでﾊﾟﾝｸさせる。・不
正使用➤ｶｰﾄﾞ番号割り出し。世論誘導➤情報を大量拡散

＊水素価格30年に１/3…ｸﾘｰﾝｴﾈ戦略　ｱﾝﾓﾆｱも支援
⦿ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ戦略　中間整理の骨子
　◆脱炭素投資に10年間で150兆円必要。◆水素・ｱﾝﾓﾆｱの導入拡大へ
　財政支援制度を検討。供給価格提言やｲﾝﾌﾗ整備促す。◆水素価格を
　2030年に現状の1/3に。海外の新型原発への日本企業の部品・技術
　供給を後押し。◆蓄電池の国内企業の生産能力を30年に現状の10倍
　規模に拡大。◆送電線の整備計画を年度内に策定。◆炭素税・排出量
　取引は引き続き議論

＊武田、営業益13%増…今期　大腸炎治療薬等伸びる
武田薬品工業は11日、2023年3月期の営業利益が前期比13%増の5200億円になる見通しだ
と発表。2期ぶりに過去最高益を更新。主力の潰瘍性大腸炎治療薬のほか、新製品として投
入するがん治療薬や希少疾患向けの販売が伸びる。売上収益は3%増の3.69兆円、純利益前
期比27%増の2920億円を見込む。主力薬の潰瘍性大腸炎治療薬「ｴﾝﾃｨﾋﾞｵ」の成長がが続く
ほか、希少疾患の感染症向け新薬「ﾘﾌﾞﾃﾝｼﾃｨ」が販売増。
・ﾛｼｱでの事業を巡っては、「新規治験や広告の配信は停止。薬剤の提供は続けると社長。ﾛ
ｼｱ事業の22年3月期の売上収益は621億円。

＊小野薬、純利益37%増…今期「ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞ」の販売好調
小野薬品工業は11日、23年3月期の連結純利益が前期比37%増の1100億円になる見通しだ
と発表した。主力のがん免疫薬「ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞ」の販売が伸びる。売上収益は18%増の4250億円を
見込む。ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞは肺がんや胃がん、原発不明がんなどの使用が拡大した。

＊ﾅｲｷ、「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ靴」駆ける…仮想空間でもブランド磨く
　　　　　　　　　　　　　若い世代とつながり「ECも活用　直販率6割へ」
米ﾅｲｷがﾒﾀﾊﾞｰｽ（仮想空間）でのｽﾆｰｶｰﾋﾞｼﾞﾈｽが動き出す。非代替性ﾄｰｸﾝ（NFT)技術を用
いたﾊﾞｰﾁｬﾙｽﾆｰｶｰに進出したほか、1日当たり5千万人が訪れる人気ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ「ﾛﾌﾞﾛｯｸｽ」
にも店舗を設置。ﾘｱﾙで磨いた世界的なﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力を仮想空間にも浸透させ、ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾈｰﾃｨﾌﾞの
若い世代とのつながりを目指す狙いがある。
・ｽﾏﾎｱﾌﾟﾘで自分の足を撮影することで、ｱﾙｺﾞﾘｽﾞﾑが最適な靴を提案してくれる「ﾅｲｷﾌｨｯﾄ」
は、買収先のｲﾝﾊﾞｰﾃｯｸｽの3D（3次元）計測技術が基になっているとされる。同社は画像をAI
で解析する技術を持っていた。ECで靴を購入した場合、想定と異なるｻｲｽﾞの靴が届いて履き
心地が悪くなってしまうという顧客に悩みを解決する。

＊産学「共創」で巻き返す…京大・ﾀﾞｲｷﾝ50億円包括連携
産学連携は各研究室が企業とつながる従来型から、大学と企業が組織同士で関わり合う「産
業共創」へ。大きなｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを生み出すためだ。
『ﾊﾗｰﾙ空調』・・「新しい100年の空調文化をつくる気持ちでやっていきましょう」。2021年4月の
初会合で、京大の骨太な提案にﾀﾞｲｷﾝ工業は驚く。10年で総額50億円の投資を想定した包括
連携協定は、「文理融合」を掲げ幅広いﾃｰﾏで研究を進める。その一つが「ﾊﾗｰﾙ空調」だ。空
調機器の製造現場で使うｵｲﾙにも、ｲｽﾗﾑ教が禁じる成分を使わないとの発想は、京大のｱｼﾞ
ｱ・ｱﾌﾘｶ地域研究研究科の研究者から生まれた。
・京大ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ機構の庄境誠統括ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ・ﾏﾈｰｼﾞｬｰは「医工学で答えの出ない課
題は人文社会科学の研究者を巻き込む必要がある」と話す。



2022/5/13 経済

2022/5/13 経済

2022/5/14 経済

2022/5/14 経済

2022/5/14 経済

2022/5/14 経済

＊②上位独占の台湾勢に「上海ｼｮｯｸ」が直撃
⦿EMS企業の世界売上高ﾗﾝｷﾝｸﾞ（21年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　本社　主力工場　4月売上
①鴻海精密工業（ﾎﾝﾊｲ）　台湾　　中国　　　　▴3%　　iPhone生産世界１
②和碩聯合科技（ﾍﾟｶﾞﾄﾛﾝ）台湾　　中国　　　　▴19　　同上　　　　世界2
③仁宝電脳工業（ｺﾝﾊﾟﾙ）　台湾　　中国　　　　▴40　　iPad生産世界2
④広達電脳（ｸｱﾝﾀ）　　　　 台湾　　 中国        ▴21　MacBook生産世界１
⑤緯創資通（ｳｲｽﾄﾛﾝ）　　　台湾　　中国　　　　0.2　　 iPhone生産世界3

＊食料高騰　長期化の懸念…ｳｸﾗｲﾅ、穀物輸出半減へ
ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻を契機にした食料価格の高騰が長期化する懸念が高まっている。米農務
省は12日、ｳｸﾗｲﾅの新年度の穀物輸出が5割減るとの見通しを示し、小麦の国際価格は再び
最高値に迫った。他の生産国でも天候不順などを背景に供給が落ち込む懸念が強い。食料
を輸入に頼る新興国を中心に、世界を取り巻くﾘｽｸが一段と増す。
・穀物は家畜の飼料として使うため、供給不足は肉や卵の価格上昇にもつながる。ｳｸﾗｲﾅの
農業政策・食料省は「今後数ヵ月のうちに港の封鎖が解除されなければ、世界は食料ﾊﾟﾆｯｸ
がおこる」との声明を出す。

＊①ｱｯﾌﾟﾙ、中国封鎖ｼｮｯｸ…生産受託の台湾勢、工場停止
　　　　　　　　　　　　　　　　　 減収1兆円予測、拡大も
中国が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染防止対策で講じた都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）が、米ｱｯﾌﾟﾙの経営を直
撃している。製品の大半が台湾企業の中国工場で生産されるためだ。4月からの工場停止で
既に新製品の出荷が2ヵ月遅れた。ｱｯﾌﾟﾙは4～6月期に最大1兆円の減収要因になるとみる。
当局の規制は長引いており、中国経済を含めて影響が一段と広がる可能性がある。

＊ｸｰﾊﾟﾝ「ｱﾏｿﾞﾝ流」試練…韓国EC、年内黒字化を宣言
　　　　　　　　　　　　　　　　　 会費72%上げ収益確保
韓国のEC大手ｸｰﾊﾟﾝが試練に直面している。EC事業の黒字化にめどを付けたものの成長鈍
化を受けて、米国上場から1年余りで株価は8割下落。有料会員ｻｰﾋﾞｽを6月に72%値上げす
るなど収益確保を急ぐ。「ｱﾏｿﾞﾝ流」の赤字をいとわぬ先行投資で流通大手に上り詰めたｸｰﾊﾟ
ﾝの収益改善の挑戦は、赤字続きのﾈｯﾄ企業経営戦略に影響を与える。
・会費の値上げもｱﾏｿﾞﾝ流だ。ｱﾏｿﾞﾝも各国で一定の顧客基盤を整えて、競合が追従できない
と判断すればｱﾏｿﾞﾝﾌﾟﾗｲﾑの年会費の値上げに踏切、黒字転換を進めてきた。

＊ﾒﾀﾊﾞｰｽで金融商品…広がる市場、技術革新も
損保ｼﾞｬﾊﾟﾝ➤ANAのﾓｰﾙ出店　三井純友海上➤事故や災害疑似体験
金融ｻｰﾋﾞｽを提供する場が仮想空間「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」に広がっている。損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝはANAHDが
始める仮想旅行や仮想ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙ内で現実世界の旅行時のｹｶﾞに備える保険を販売する。
米JPﾓﾙｶﾞﾝ・ﾁｪｰｽは土地取引の決済など銀行ｻｰﾋﾞｽの提供を視野に入れる。市場が広がる
ほか、ｻｰﾋﾞｽの革新に繋がる可能性がある。
⦿ﾒﾀﾊﾞｰｽ上の保険販売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「24時間365日、自動で商品説明」
　　　　↙　保険説明のｱﾊﾞﾀｰ　⇔　利用者のｱﾊﾞﾀｰ　⤴
　　　　　「契約手続き＝ﾄｰｸﾝでの支払いも視野」

＊最高益　国内3社に１社…円安恩恵、物価高には懸念（22/3月期)
上場企業の決算発表が13日、ﾋﾟｰｸを迎えた。資源高や円安が追い風となり、2025年3月期に
最高益となった企業の比率は30%と約30年ぶりの高水準になった。
⦿主な最高益企業（ｶｯｺ内は純利益・単位億円、増減率）
　　　　　　　　　　　　（注）2022年3月期、増減率は前の期比
『資源高』・三菱商事（9375億円、5.4倍）　・住友金属鉱山（2810、3倍）
『ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化』・東ｴﾚｸ（4370、80%）　・NTT（1兆1810、29%）
『ｺﾛﾅ緩和』・IHI（660、5倍）　・ﾊﾟﾝﾅﾑHD（927、90%）



2022/5/15 経済

2022/5/16 経済

2022/5/16 経済

2022/5/16 経済

2022/5/17 経済

2022/5/17 経済 ＊国産GPS、自動運転導く…NEXCO東、除雪車に活用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　視界不良でも誤差20ｾﾝﾁ
日本版全地球測位ｼｽﾃﾑ（GPS）と呼ばれる準天頂衛星「みちびき」を使い、自動運転を目指
す取り組みが広がる。東日本高速道路は（NEXCO東日本）は視認しにくい除雪時に除雪車を
自動運転できるｼｽﾃﾑを2023年度にも実用化する。ｶﾒﾗ無しで誤差20cm未満で走る。農機や
船舶など様々な用途で実証や開発が進んでおり、普及へ期待が高まる。NEXCOは新ｼｽﾃﾑ
はｶﾒﾗなどが効かない状況でも事前に作った3次元（3D）地図とみちびきの位置情報だけで自
動走行をする。
・政府は安定した位置情報を提供するため、みちびきの基数を増やす。23年度をﾒﾄﾞに現行の
4基から7機体制にする。米国のGPSに頼らず、運用が可能となる。誤差を数㌢に抑えられる
信号の受信装置にはｺｽﾄ低減、装置の小型化も進む。

＊①「身代金」で100億円奪取…世界最大級のｻｲﾊﾞｰ攻撃集団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　流出ﾃﾞｰﾀを独自分析
世界最大級のｻｰﾊﾞｰ攻撃集団でﾛｼｱとつながりが深い「Conti（ｺﾝﾃｨ）」の活動実態が判明し
た。「ﾗﾝｻﾑｳｪｱ」と呼ぶｳｲﾙｽで企業などのｼｽﾃﾑを攻撃し回復させることと引き換えに1年半
で100億円相当の暗号資産を奪取。645の仮想通貨口座で複雑に資金を移動させて追跡を逃
れた。人事や渉外など大企業並みに機能を分化した組織で攻撃を実行しており、ｻｲﾊﾞｰ犯罪
が「ﾋﾞｼﾞﾈｽ」化しつつある状況だ。
⦿ｺﾝﾃｨの行ったﾗﾝｻﾑ攻撃は世界最多
　・Conti（ｺﾝﾃｨ）824社、LockBit(ﾛｯｸﾋﾞｯﾄ）691件、・Pysa（ﾋﾟｻ）308件、
　・Sodinokibi（ｿﾃﾞｲﾉｷﾋﾞ）288件、・MAZE（ﾒｲｽﾞ）260件
　　（注）ﾀﾞｰｸﾄﾚｰｻｰ調べ。20年以降に公表した被害企業数の上位5つ

＊ｽｽﾞｷ、ｲﾝﾄﾞ投資3500億円…2工場新設　EV化に備え
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　首位維持へ資源集中
ｽｽﾞｷのｲﾝﾄﾞ子会社ﾏﾙﾁ・ｽｽﾞｷが1100億ﾙﾋﾞｰ（約1800億円）を投じて北部ﾊﾘﾔﾅ州に新工場を
建設する。ｽｽﾞｷは3月にもｲﾝﾄﾞでのEV工場新設を決めており、合計3500億円をｲﾝﾄﾞに投じ
る。同社は過去10年間で米国と中国から撤退し、海外投資をｲﾝﾄﾞに絞り込んできた。ﾄﾖﾀ自動
車との提携も生かして投資の選択と集中を加速させ、世界的なEVｼﾌﾄに備える。
・21年7月にﾄﾖﾀを中心とする商用車の技術開発会社ｺﾏｰｼｬﾙ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ
ｽﾞ（CJPT）に参画。さらに投資負担も重い電動車戦略でも、電池調達や子会社のﾀﾞｲﾊﾂ工業
とともにすすめる。

＊②身代金ﾋﾞｼﾞﾈｽまるで会社…カオス組織、障害・調査も
世界最大級のｻｲﾊﾞｰ犯罪組織「ｺﾝﾃｨ」から漏洩したﾁｬｯﾄ履歴の分析からは、「ﾗﾝｻﾑｳｴｱ」（身
代金要求型ｳｲﾙｽ）を仕掛ける組織の構造が浮彫になった。身代金の交渉を担う渉外・広報
担当ﾒﾝﾊﾞｰや攻撃や部隊などが、まるで会社組織のように仮想空間で連携し標的を攻める。
収益源の多様化のため新規事業を開発したり、標的を調査・分析したりするﾁｰﾑもある。

＊③闇の供給網攻撃支える・・「ＲａａＳ」を軸に産業化
・ﾗﾝｻﾑｳｴｱを用いたｻｲﾊﾞｰ攻撃は、複数の犯罪集団が役割を分担して実行される。ｺﾝﾃｨは
攻撃の「元締め」的な存在で開発したｿﾌﾄを実行犯に提供するｻｰﾋﾞｽを展開。企業のｼｽﾃﾑに
侵入する裏口を提供する協力組織も別にある。ｻｲﾊﾞｰ攻撃を実行するための供給網がﾈｯﾄの
闇で形成・産業化している。実行犯に提供するﾓﾃﾞﾙは「RaaS（ﾗｰｽ＝Ransomware as
Servise）」と呼ばれる。ｺﾝﾃｨはその最大手だ。

＊中国ｾﾞﾛｺﾛﾅ、景気直撃…4月生産2､9%減・小売り11%減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾏｲﾅｽ成長懸念も
中国政府が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染封じ込めを狙う「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策で、中国景気の記事が深
まってきた。4月は物流の混乱などで生産、小売り、雇用がに軒並み悪化した。共産党の習近
平指導部はｾﾞﾛｺﾛﾅ政策を堅持する方針で、民間予測では4～6月のﾏｲﾅｽ成長を懸念する声
も出始めた。
・上海市では小売売上高の落ち込みが4割に達したとの試算もある。経済活動の停滞で、雇
用が悪化、失業率は6､1%と6ヵ月連続で前月を上回った。16～24歳の若年失業率は18.2%と、
過去最悪を更新した。



2022/5/18 東南ｱｼﾞｱ

2022/5/18 経済

2022/5/18 企業S

2022/5/19 経済

2022/5/19 東南ｱｼﾞｱ

2022/5/19 経済

＊東南ｱｼﾞｱで工業団地DX…住友商事が一括支援
住友商事は2023年度から東南ｱｼﾞｱの工業団地で、製造業のﾃﾞｼﾞﾀﾙ化の一括支援事業を始
める。生産性や品質を高めるための課題特定から、AIやｸﾗｳﾄﾞによるｿﾌﾄの実装まで一貫して
提供するｻｰﾋﾞｽは珍しい。ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社のﾉｳﾊｳを生かし、30年度をめどに製造業600社への提
供を目指す。住商はｲﾝﾄﾞﾈｼｱなど東南ｱ4ヵ国、南ｱ2ヵ国で工業団地を運営。
・ﾍﾞﾄﾅﾑでは15%にあたる30社が導入を検討し、23年度から事業化する。事業化方針、在庫管
理等のｼｽﾃﾑ構築、生産稼働の可視化、日報の電子化等、「SaaS」を中心にｻｰﾋﾞｽを展開す
る。
・労働集約型の東南ｱは製造分野のﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材不足。ｳｸﾗｲﾅ侵攻など地政学ﾘｽｸが高まり、
東南ｱの生産能力を高め、製造業の需要見込む。

＊ｴﾝﾀﾒ作品、多面展開…中国ﾃﾝｾﾝﾄ、ﾈｯﾄ小説軸に
　　　　　　　　　　　　　　　　　人気作育て映画・ｹﾞｰﾑへ
中国のﾈｯﾄ大手、騰訊控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）が主力のｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ事業で新たな収益ﾓﾃﾞﾙを構築し
ようとしている。傘下のﾈｯﾄ小説ｻｲﾄで育てた人気作や映画やｹﾞｰﾑ、漫画へと多面展開する。
広告事業の成長鈍化や政府規制で先行きの不透明さが増すなか、映像配信ｱﾌﾟﾘの利用料
引き上げにも踏み切って利益を最大化する狙いだ。
・競合各社でもﾈｯﾄ小説を軸にｺﾝﾃﾝﾂ事業を底上げする動きがある。
・ﾃﾝｾﾝﾄ最終減益・・1～3月　10期ぶり、広告不振
　中国ﾈｯﾄ大手、ﾃﾝｾﾝﾄが18日、2022年1～3月期決算は純利益が前年同期比51%減の234億
元（約4400億円）だった。減益は10四半期ぶり。

＊中国ｽﾏﾎ、出荷2割減…大手3社、従来計画比「上海の都市封鎖響く」
中国ｽﾏﾎ大手の小米（ｼｬｵﾐ）とOPPO（ｵｯﾎﾟ）、vivo（ﾋﾞﾎﾞ）の3社がそれぞれ、2020年4～6月期
以降の出荷台数を従来計画より2割程度減らすと取引先に通達したことが18日わかった。新
型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染拡大で上海市のﾛｯｸﾀﾞｳﾝが続き、ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの混乱や需要の減速を考
慮したという。

＊現代自、EV充電5分200ｷﾛ…休息・大容量化、ﾃｽﾗやｱｳﾃﾞｨも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　海外勢先行　日本は遅れ
充電時間をｴﾝｼﾞﾝ車の給油並みに短くしたEVが海外で相次ぎ登場している。米ﾃｽﾗや韓国・
現代自動車などは出力250kw超の急速充電に対応し、現代自の新型EVは5分の充電で200
㎞走れる。一方、ﾄﾖﾀ自や日産自は出力150kw以下で、充電時間が2時間以上かかる。充電
時間が2倍以上かかる。充電性能で差がつけば、日本勢はEV競争で劣勢にたたされる。
・高出力の高速充電に対応するには、EVの設計自体も高い電圧に耐えられるよう大幅に変
更する必要がある。部品も高く、高ｺｽﾄになる。

＊ｼｰ、ｺﾛﾅ後　成長に陰り…ｹﾞｰﾑと通販、経済再開逆風
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘｽﾄﾗ・金融育成　急務
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙを代表するﾈｯﾄ企業、ｼｰの成長に陰りが見えている。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ下で業容を急
拡大させたが、巣ごもり消費が下火になり主力のｹﾞｰﾑとﾈｯﾄ通販事業はいずれも利用者数や
注文数が減少に転じた。株価は昨年秋のﾋﾟｰｸ比で8割近く安い水準まで下落し、追加の資金
調達が難しくなっている。ﾘｽﾄﾗや底堅い収益が見込める金融事業の育成が急務だ。

＊東南ア経済　回復に影…ﾀｲ、今年成長予測下げ
　　　「ｳｸﾗｲﾅ」物価高で消費鈍化、「中国ｺﾛﾅ」供給網乱れ輸出減
東南ｱｼﾞｱ経済にｳｸﾗｲﾅ情勢と中国の「ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策」が影を落とす。ﾀｲ政府は１７日、ｲﾝﾌﾚが
消費を冷やすとみて、2022年の経済成長率の見通しを下方修正した。ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）
の混乱も逆風となる。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策の緩和で景気回復を目指すｼﾅﾘｵに狂いが生じてき
た。
⦿東南ｱｼﾞｱ主要国の実質GDP増加率（「」内は22年見通し）
　・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ＝22・1～3月（8.3）[7～9」 ・ﾍﾞﾄﾅﾑ＝22・1～3月(5)「6.5」
　・ﾏﾚｰｼｱ＝22･1～3月（5）「5.3～6.3」 ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ＝22・1～3（5）「4.8～5.5」
　・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＝22･1～3（3.4）「3～5」　・ﾀｲ＝22･1～3（2.2）「2.5～3.5」
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＊中国ﾏﾝｼｮﾝ　再び冷え込み…4月価格0､3%下落「ｺﾛﾅ規制響く」
中国ﾏﾝｼｮﾝ市場が再び冷え込んでいる。4月の主要70都市の新築物件、価格は平均で前月
比0.3%下がり、下落率は3月の0.1%から拡大した。指導部が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染封じ込めを
狙う。「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策で経済が悪化し、住宅重要もしぼんだ。
・中国国家統計局が18日発表した。前月から値下がりしたのは全体の7割弱に当たる47都市
で、3月より9都市増えた。地方の中都市でﾏｲﾅｽ幅が広がったほか、省都ｸﾗｽも4カ月ぶりに
下落した。
・ﾏﾝｼｮﾝ市場は5月に入っても不調が続く。労働節（ﾒｰﾀﾞｰ）に伴う大型連休は例年、不動産業
界のかき入れ時だった。上海を含まない主要12都市の合計売買面積は、19年～21年の同時
期と比べて5割減少。

＊中国の石炭大手が増産に転換・・・ﾛｼｱ侵攻でｴﾈﾙｷﾞｰ高騰
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政府、脱炭素棚上げ
中国の石炭大手が増産に動き出した。政府が2022年の国内生産量を前年比で約1割増やす
方針に転換した、国有の国家能源投資集団等が能力増強や同業買収を急ぐ。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ
侵攻でｴﾈﾙｷﾞｰ価格が上昇するなか、政府は「脱炭素」政策の事実上の棚上げで物価抑制や
関連企業の業績回復につなぐ狙いだが大気汚染への懸念もくすぶる。

＊ﾒｰﾙ型攻撃8.5倍に急増…電子決済・ECを偽装
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｻﾝﾄﾘｰ　最新手法で対策「4月」
本人認証を装いﾊﾟｽﾜｰﾄﾞをだまし取ったﾏﾙｳｪｱ（悪意あるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）を送ったりするﾒｰﾙ型攻撃
が急増している。4月は前年同月比で8.5倍になった。ｻﾝﾄﾘｰｸﾞﾙｰﾌﾟは米KnowBe4（ﾉｳ・ﾋﾞﾌｫｰ）
の最新の手法を学ぶ模擬訓練を採用し、日立ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞは添付ﾌｧｲﾙを自動で隔離するｿﾌﾄ
を提供するなど企業も対策を急ぐ。
・これまでﾒｰﾙ型攻撃は文面の日本語に間違いがある、ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽがﾌﾘｰﾒｰﾙを使っていると
いった形が見分けられたが、文面やｱﾄﾞﾚｽ表示も巧妙になっている。

＊ｺﾛﾅ政策　転換へ一歩…入国検査8割免除
　　　　　　　　　　　　　　　　　屋外で距離2ｍなら　ﾏｽｸ不要に
海外と比べて慎重な対応が続いてきた日本の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策がようやく転換点を迎え
た。政府は20日、水際対策の緩和策を発表した。入国時の検査や待機は入国者の8割で不
要とする。屋外で2ｍ以上の距離が確保できる場合はﾏｽｸ着用は必要ないとの見解も示した。
社会経済活動の維持と感染対策の両立に向けた一歩となる。

＊①今期、経営者に3つの不安…「原料高」「供給網混乱」「侵攻長期化」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円安次第で収益上振れ
企業経営者が先行きに慎重な見方を強めている。上場企業の2023年3月期の純利益は2%増
と前期の37%増から急減速する見通しだ。原材料高騰やﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅ侵攻の長期化、中
国の都市封鎖（ﾛｯｸﾀﾞｳﾝ）などへの不安からﾘｽｸ要因を探ってみた。
⦿今期業績を巡る経営者の発言
『原材料高』・ﾙﾈｻｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ柴田英利社長＝高騰はﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞで続く
　・ﾌｧﾅｯｸ山口賢治社長＝部材価格高騰は続く、必要部品はｽﾎﾟｯﾄでも
　・ﾌﾞﾘｼﾞｽﾄﾝ吉松加雄財務責任者＝原油の高値が続く、値上吸収したい

＊ﾏﾝｼｮﾝ市場　中国がﾃｺ入れ…住宅ﾛｰﾝ向け利下げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」、効果減殺も
中国人民銀行（中央銀行）は20日、住宅ﾛｰﾝなど中長期の貸出金利の目安となる事実上の政
策金利を引き下げた。ﾏﾝｼｮﾝの購入需要をﾃｺ入れし、不動産開発会社の資金繰りを支える狙
いがある。一方、政府は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染封じ込めを狙う「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策を堅持する方針
で、厳しい行動制限が金融緩和の効果を減殺する可能性もある。
・中長期融資の目安となる期間5年超の金利が年4.45%だった。4月までの水準と比べ0.15%低
く、過去最大の下げ幅。4ヵ月ぶりの値下げだ。

＊台湾、経済ｽﾊﾟｲ罪成立…懲役最高12年　半導体技術など保護
台湾の立法院（国会）は20日、半導体などのﾊｲﾃｸ技術を保護するため、中国などからのｽﾊﾟｲ
行為に対して厳罰化を目指した国家安全法の改正案を可決、成立した。「経済ｽﾊﾟｲ罪」を新
たに設けた。台湾の核心的技術を盗み、持ち出す行為に最高12年の懲役を科すとした。同法
では5年以上12年以下の懲役刑のほか、最高1億台湾㌦（約4億3千万円）の罰金も科すことを
決めた。
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＊ﾀｲ自動車生産13%増…4月、ｺﾛﾅ規制緩和受け
ﾀｲ工業連盟（FTI）は23日、4月の自動車生産台数が前年同月比13%増の11万7千台だった。
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽに関する規制緩和などで景況感が上向き、国内向けが伸びた。1～4月は前年
同期比5%増の59､7万台と堅調に伸びた。
・政府はﾜｸﾁﾝ接種済み旅行者はﾀｲ到着時のPCR検査と待機を不要にするなど、入国規制を
ほぼ撤廃する方針。観光業への期待感が高まり消費者心理を上向かせる。

＊中国対抗軸　期待と不安…米主導経済枠組み「IPEF」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 供給網ﾘｽｸ回避
米国のﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領が23日に始動を宣言したｲﾝﾄﾞ太平洋経済枠組み（IPEF）は中国への対
抗を意識する米国の思惑が先行する。ｱｼﾞｱには貿易などでの中国依存を下げ米国との経済
関係を深めることに期待する国もあるが、中国との距離の違いから対応は割れた。関税引き
下げという市場開放の土台を欠く点に不安がある。
・中国は早くも米国主導の枠組みに反対している。王毅国務委員兼外相は22日に「特定の国
を意図的に排除するなら間違っている」とけん制。

＊大型蓄電池、送電線と直結…電力調整、法改正が追い風
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住商やｵﾘｯｸｽ参入
送電線と直結して発電所のように使う「系統用蓄電池」に参入する企業が相次いでいる。住友
商事は2023年度内に北海道でEVの電池を束ねたｼｽﾃﾑを稼働する。ｵﾘｯｸｽなども23年度以
降の参入を目指す。関連法則の改正や電力の需給調整力を売買する新市場の開設を新た
な商機ととらえ、技術革新を急ぐ。
・住商は日産自と共同出資するﾌｫｰｱｰﾙｴﾅｼﾞｰ（横浜）と協業し、北海道千歳市で22年度にも
出力6千kwの大型蓄電池の建設を始める。約700台分のEV電池を一つにまとめて蓄電池とみ
なす。23年度稼働する。
・ｵﾘｯｸｽは関西電力と共同で参入。蓄電池の出力は数万kwの見通しで、23年度以降の稼働
をめざす。

＊水素で製鉄、CO₂大幅減…欧州大手SSAB、鋼材供給
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾎﾞﾙﾎﾞで採用、日本にも
欧州鉄鋼大手SSABは近く、「水素還元製鉄」と呼ばれる製造法で造り、二酸化炭素（CO₂）排
出量を大幅に抑えた鋼材の供給を日本で始める。石炭の代わりに水素を使った製鉄法で、脱
炭素の将来的な切り札とされる。物流や原材料などを含めたｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ全体で大部分を占
める製造時でのCO₂排出をｾﾞﾛ近く抑えた。ｽｪｰﾃﾞﾝのﾎﾞﾙﾎﾞなどが採用しており、日本で投入
は始めて。
・日本では地理的条件から低品位な鉄鉱石を使う必要があり、品質にﾊﾞﾗつきが出る恐れの
ある水素還元製鉄が使いにくい。安価な水素の調達が難しいという課題がある。

＊②
『供給網』・日立製作所川村芳彦副社長＝半導体不足影響、特に旧世代製品が入らない。・
日本郵船丸山徹執行役員＝いろいろな要素が絡み見通しが難しい。・ｿﾆｰG十勝裕樹副社長
＝上海は3ヵ月、ﾘｽｸに対応
『ﾛｼｱ』・ANAHD芝田浩二社長＝欧州線が貨物輸送に影響、北米向けを増やし、全体を保
つ。・ｵﾘﾝﾊﾟｽ竹内康雄社長＝医療機器事業停止せず貿易停滞や資金回収で問題あり。・三
井物産堀健一社長＝ｶﾞｽ輸入8%の安定供給は重要、政府と連携して事業を続ける

＊韓国企業、対米投資に傾斜…現代自、ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏に新工場表明
　　　　　　　　　　「中国不振も背景」「同盟重視　尹政権と歩調」
韓国産業界が米国重視に動いている。22日には現代自動車の鄭義宣会長がﾊﾞｲﾃﾞﾝ大統領
と会い、米国で新工場を建設すると伝達。ｻﾑｽﾝなど主要財閥による大型の対米投資も相次
ぐ。米韓同盟重視を掲げる尹錫悦政権と歩調を合せて企業も中国から米国へと軸足を移して
いる。

＊印ｱﾀﾞﾆ、内需開拓へ膨張…ｾﾒﾝﾄ大手のｲﾝﾄﾞ事業買収
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　増える負債　体力が焦点
ｲﾝﾄﾞ財閥のｱﾀﾞﾆ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが急拡大を続けている。ｾﾒﾝﾄ世界大手（ｽｲｽのｾﾒﾝﾄ大手ﾎﾙｼﾑ）か
らｲﾝﾄﾞ事業を買収すると決め、ｾﾒﾝﾄ生産で一気に国内2位に躍り出る。ｸﾞﾙｰﾌﾟでｲﾝﾌﾗ開発な
どを手がけ相乗効果を見込むが、買収攻勢でｸﾞﾙｰﾌﾟの負債規模は膨らむ。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽで
打撃を受けたｲﾝﾄﾞ経済が回復し、内需を取り込めるかが今後の焦点。
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＊中国不動産株、続く下落…「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」響き販売額47%減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　通貨安、信用不安に拍車
中国の不動産株の下落が止まらない。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染を抑え込む「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策の悪
影響が直撃し、4月の住宅販売額が過去最大の落ち込みを記録。人民元安によって米㌦債
務の実質的な負担も増し、信用不安が広がっているためだ。住宅ﾛｰﾝ金利の引き下げなど政
府の市場安定策は十分な効果をあげておらず、中国の経済への圧迫は強まりかねない。

＊ｱｼﾞｱ企業、環境対策競う…「日・豪・印・台湾」温暖化ｶﾞｽを大幅削減
　　　　　　　　　日経・FT・独共同調査「建設・物流も改善」
日・豪・印・台湾などの有力企業が温暖化ｶﾞｽの排出量を大幅に削減。日本と豪州に拠点を置
く企業が、上位200社のうち2/3を占めた。
⦿温暖化ｶﾞｽの排出量を大幅に削減した主な企業（＝は削減率）
ﾊﾞﾝｸ・ｵｰｽﾄﾗﾘｱ（豪、金融）＝48.4%、ｴｲｽｰｽ（台、電機）＝43.2、ﾚﾉﾎﾞ（香、電機）＝36.7、ｼﾞｭﾋﾞ
ﾗﾝﾄ･ﾌｧｰﾓﾊﾞ（印、製薬）＝35.9、日本都市ﾌｧﾝﾄﾞ（日、不動産）＝28.3、BTS（ﾀｲ、交通）＝28.2、
MMG（豪、鉱業）＝27.4、ﾁｬｰﾀｰﾎｰﾙ（豪、不動産）＝25.8、中華開発金融（台、金融）＝25.0、ﾏ
ｲﾝﾄﾞﾂﾘｰ（印、情報通信）＝23.7

＊「ｸﾞﾘｰﾝ水素」量産へ始動…独ｼ-ﾒﾝｽなど積極投資
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本勢は実用化で遅れ
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰで水素を作る水電解装置の量産が欧州で始まった。ﾛｼｱのｳｸﾗｲﾅ侵攻で
原油や液化天然ｶﾞｽ（ＬＮＧ）の価格が高騰し、再生ｴﾈの価格競争力が上がった事で投資意
欲が高まる。再生ｴﾈ先進地域の欧州が一歩先を行き、米国も巻き返しを狙う。日本は出遅れ
が鮮明。
⦿欧州では電解装置の量産計画が相次ぐ
◦ﾈﾙ・ﾊｲﾄﾞﾛｼﾞｪﾝ（ﾉﾙｳｪｰ）＝量産を開始、25年までに1千万kwまで拡大◦ｼｰﾒﾝｽ・ｴﾅｼﾞｰ（独）＝
23年に数百万kw規模で量産　◦ﾃｨｯｾﾝｸﾙｯﾌﾟ（独）＝25年までに5百万kwまで拡大　◦ITMﾊﾟﾜｰ
（英）＝24年迄に5百万kw迄拡大　ﾏｸﾌｨｰ（仏）

＊物流ﾄﾞﾛｰﾝ、商用圏拡大…新興国から日米へ
　　　「米ｼﾞｯﾌﾟﾗｲﾝ・飛行実績30万回」「ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ系・健康食品を配達」
海外で物流ﾄﾞﾛｰﾝの商用化が進んでいる。ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの米ｼﾞｯﾌﾟﾗｲﾝはｱﾌﾘｶなどで30万回飛行
し医薬品などを届け４月に日本に参入した。米ｸﾞｰｸﾞﾙ親会社ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ傘下のｳｲﾝｸﾞ･ｱﾋﾞｴｰ
ｼｮﾝは米ﾃｷｻｽ州で健康食品やｱｲｽｸﾘｰﾑの配達を始めた。新興国の郊外などで実績を積ん
で力を蓄え、米国や日本に商圏を拡大する例が多い。
⦿主要な物流ﾄﾞﾛｰﾝ（企業名、（　）内は実績）
・米国＝ｼﾞｯﾌﾟﾗｲﾝ（ｱﾌﾘｶで医薬品など30万回配達、米国日本でも開始）、ｳｲﾝｸﾞ（豪州やﾌｨﾝﾗ
ﾝﾄﾞで２０万件配達）　・欧州＝ｽｲｽﾎｽﾄ（病院間で物質を2千回以上配達）　・中国＝SFｰHD
（2020年に内ﾓﾝｺﾞﾙで大型ﾄﾞﾛｰﾝ初飛行）、JDﾄﾞｯﾄｺﾑ（四川省で自社の大型ﾄﾞﾛｰﾝ実証実験）・
日本＝楽天G、日本郵便（12月、高層ﾏﾝｼｮﾝでで2週間の実証実験）

＊韓国ｺﾝﾋﾞﾆ、東南アに力…GSﾘﾃｰﾙ、ﾍﾞﾄﾅﾑで100店舗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本勢苦戦の隙突く
東南ｱｼﾞｱで韓国ｺﾝﾋﾞﾆが攻勢をかけている。ﾍﾞﾄﾅﾑで最大手GSﾘﾃｰﾙが進出からわずか4年
で日本勢最大のﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄの店舗の数を抜き、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ影響が和らいだ2022年にはさ
らに100店を増やす。2位のBGFﾘﾃｰﾙやｲｰﾏｰﾄも21年にﾏﾚｰｼｱに発進出した。これまで先行
していた日本勢は成長が頭打ちになっており、巨大市場で陣取り合戦が激化している。
⦿日韓系ｺﾝﾋﾞﾆの東南ｱｼﾞｱで出店状況
・ﾍﾞﾄﾅﾑ＝GSﾘﾃｰﾙ（160店）、ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄ(150）、ﾐﾆｽﾄｯﾌﾟ（120）、ｾﾌﾞﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝ（60）。・ﾌｨﾘﾋﾟﾝ＝ｾ
ﾌﾞﾝ（3000）、ﾌｧﾐﾏ（75）、ﾛｰｿﾝ（70）。
・ﾀｲ＝ｾﾌﾞﾝ（1.3万）、ﾌｧﾐﾏ（540）、ﾛｰｿﾝ（170）。・ﾏﾚｰｼｱ＝ｾﾌﾞﾝ（2400）、ﾌｧﾐﾏ（280）、BGF
（90）、ｲｰﾏｰﾄ（17）

＊米、対中関税下げ判断へ…ﾊﾞｲﾃﾞﾝ氏、中間選挙へ物価対策
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 野党批判、政府内も賛否
ﾊﾞｲﾃﾞﾝ米大統領が日韓訪問から帰国後、中国製品に課す制裁関税を引き下げるか判断す
る。高ｲﾝﾌﾚに国民の不満が強まっており、秋の米議会中間選挙前の実施を検討する。米中
対立が深まる中で制裁を緩めれば野党・共和党から「中国に弱腰」との批判を浴びるのは必
至で、難しい決断を迫られる。
・USTRのｳｪﾝﾃﾞｨ･ｶﾄﾗｰ元代表代行は「中国の見返りを得ずに関税を下げれば米国も関税を
下げるという、段階的な手法を検討すべき」。
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＊中国塾、課外科目に活路…料理や科学、学研HDも参入
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 規制回避、競争は激化
中国で学習塾大手が新たな商機を模索している。政府が2021年からなど国語や算数など学
科科目を対象に敷く営業規制で収益が激減するなか、新東方教育科技（北京市）は学研は中
国の教育事業に参入する。料理や芸術など規制の隙間の限られた課外科目で競争が激化
する見通しで、業績への貢献は未知数だ。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、赤字3倍　3千億円…1～3月、投資損失膨らむ
中国ﾈｯﾄ通販最大手のｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が26日発表した2022年1～3月期決算は、最終損益が162
億元（約3千億円）の赤字だった。投資先の企業価値の下落に伴い損失を計上したことが響
き、赤字幅は前年同期の54億元から3倍に膨らんだ。政府のﾈｯﾄ規制や新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で
本業のﾈｯﾄ通販が減益となった。売上高9%増、営業損益は黒字に回復。

＊中国ｵﾅｰ、海外で再攻勢…ｽﾏﾎ、旧ﾌｧｰｳｪｲ傘下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　欧州など20ヵ国開拓
中国のｽﾏﾎのﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「ｵﾅｰ」が海外で再攻勢に出る。大手の華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）から2020年
に独立した後、いったんは規模は落ち込んだが、今後は欧州など20ヵ国で事業拡大を目指
す。趙明・CEOは「5年後には海外での出荷台数が中国を超えるだろう」と語り、海外の需要開
拓に力を入れる考えを示した。

＊中国・太平洋諸国　安保合意見送り…ﾌｨｼﾞｰなど10か国と会合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 対米　刺激回避か
南太平洋の島しょ国、ﾌｨｼﾞｰを訪問中の中国の王毅外相は30日、地域10ヵ国の外相らとｵﾝﾗｲ
ﾝで「中国・太平洋島国外相会合」を開いた。中国が目指していた10ヵ国全体との安全保障協
力の強化に向けた協定案は土壇場で合意が見送られた。秋の共産党大会を前に、米国を刺
激して対米関係を悪化させるのを避けたとの観測も出ている。

＊対中国、強硬な姿勢…ﾌｨﾘﾋﾟﾝ次期大統領　海洋権益譲らず
ﾌｨﾘﾋﾟﾝのﾌｪﾙﾃﾞｨﾅﾝﾄﾞ・ﾏﾙｺｽ次期大統領が、南ｼﾅ海の領有権問題で中国に譲歩しない姿勢を
ｱﾋﾟｰﾙし始めた。経済関係を重視してきたﾄﾞｩﾃﾙﾃ現政権の対中融和路線を修正する可能性
がある。海軍も南ｼﾅ海に面する新たな基地の利用を始め、中国へのけん制を強めている。
・ﾏﾙｺｽ氏は国家の主権や領有権に「交渉の余地はない」と厳しい姿勢。

＊「子供不要」25%　縮む中国…脱少子化強権も及ばず
1871年に誕生したﾄﾞｲﾂ帝国。急速な工業化で、成立から半世紀で人口6700万人に増やし、大
国に成長。急速な台頭を警戒する、英・仏・露に包囲網を築かれ、資源封じなどで孤立。追い
詰められた独は１次世界大戦に突入し、敗戦とともに崩壊。米ｼﾞｮﾝｽﾞ・ﾎﾌﾟｷﾝｽ大のﾌﾞﾗﾝｽﾞ教
授は「衰退に向かう大国は攻撃性を強める」。独や戦前の日本を例に、そんな教訓を導く。同
じ道をたどると懸念するのが中国。
・急速な少子高齢化に焦る指導部は第3子の出産を認めた。ｱﾝｹｰﾄ調査では9割が「3人目を
望まぬ」と答え、「子供はいらない」との回答が25%。
・手薄な育児支援・・中国の子供向け社会保障支出はGDPの0.2%で世界平均の1.1%を大きく
下回る。少子化を放置すればいつか年金などへの不安は臨界点に達する。危機に直面した
指導者は敵を外に作り不満をそらす。力づくでことごとくの問題を封じてきた中国。どんな強権
をもってしても少子化の潮流は止められない。
・世界は縮小する覇権主義国家の暴発ﾘｽｸと向き合うことになる。

＊南ｼﾅ海離島　経済特区に…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府検討
　　　　　　「漁業・観光の投資呼び込み」➤安保強化、中国反発
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府が南ｼﾅ海の自国領であるﾅﾄｩﾅ諸島の経済特区化を検討していることがわかっ
た。漁業や観光関連の投資を呼び込むのと同時に、安全保障態勢を強化。周辺海域は中国
が南ｼﾅ海で独自の境界線として「九段線」と重複するだけに、中国が今後反発する可能性が
ある。
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「明王朝は発足時、不景気や感染症に対処するため、移動、交易を制限した。感染が収束
し、世界経済が動き出しても、強い中央統制型の統治を続けた」。習氏はこの路線から学んで
いる面がある。5月後半、北京の大学では厳しい行動制限に怒り、学生が抗議ﾃﾞﾓに走る騒ぎ
が相次ぐ。経済への打撃も大きく、4月は生産、小売り、雇用が悪化した。
習氏の意図・・実態としてｺﾛﾅを完全に撲滅しろと言ったわけではない。ところが彼の意図を忖
度をした側近や政府・党幹部がｾﾞﾛにすべく競い合ってる。ﾄｯﾌﾟが決定した方針を柔軟に修正
できず、矛盾を増幅させる。そんな共産党体制の欠点を映し出している。
・習氏の強権路線が人々の怒りに火をつければ、末路は明王朝となる。

＊①習氏に明王朝の落とし穴
米欧の衛生専門家の間では、中国のやり方は、感染の大爆発を招きかねないとの声が強
まった。WHOのﾃﾄﾞﾛｽ事務局長は5月10日、中国のｾﾞﾛｺﾛﾅ政策は「持続可能ではない」と批判
した。他の主要国のように、ｺﾛﾅと共存しながら、感染を抑える道を選ぶべきだとの趣旨。無
論、ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策は弊害ばかりではない、死者が100万人を超えた米国と違い、中国の感染者
数や死者数ははるかに少ない。医療体制を助け、人々の命を救っている。感染力の強いｵﾐｸ
ﾛﾝ型が現れて、ｾﾞﾛｺﾛﾅ政策に固執すれば、かえって悲惨な結末を招きかねない。
明王朝を参考・・習氏は国家統治のﾓﾃﾞﾙとして、明王朝を参考にしている節がある。1368年
から約300年続いた王朝だ。発足の直前はﾍﾟｽﾄが猛威をふるった。当時明王朝がとったのも
「ｾﾞﾛﾍﾟｽﾄ」政策。


